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※③

市

標準税率に

町 対する比率

１号 ２号 ３号 ４号 ５号

村

６号 ７号 ８号 ９号

民

※④

税

基準財政需要額

標準税収入額

標準財政規模

経常収支比率（％）

財政力指数(３ヵ年平均)

実質収支比率（％）

経常一般財源比率（％）

公債費比率（％）

起債制限比率（％）

実質公債費比率 25～27

将来負担比率

財調

減債

経常経費充当一般財源 特定目的

千円 政府

経常収支比率 特定資金

87.9% その他

臨時財政対策債を経常一般財源等から 物件等購入

除いた経常収支比率 保証･補償

93.5% その他

歳入のうち一般財源 実質的なもの

千円 土地開発基金現在高

ラスパイレス指数 24.4.1現在 106.0

 18.4.1現在 ※①24.4.1現在 98.0

 19.4.1現在 25.4.1現在 105.9

 20.4.1現在 ※②25.7.1現在 99.6

 21.4.1現在 26.4.1現在 97.8

 22.4.1現在 27.4.1現在 97.6

 23.4.1現在

※① Ｈ24.4.1現在…国家公務員の時限的な2年間給与改定特例法による措置が無いとした場合　98.0 ※③ 市町村民税・個人・均等割…東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保に係る地方税の臨時特例に関する法律に基づく引上げ分500円を含む。

※② Ｈ25.7.1現在…国家公務員に準じた給与減額支給措置要請を踏まえた減額等を実施　99.6 ※④ 税率　26年9月30日以前に開始する事業年度分…14.7％、26年10月1日以後に開始する事業年度分…12.1％

う ち 県 営

2.1

歳　出　合　計 38,630,953 100.0 25,678,041

内
　
　
訳

1,498,920

4,071,245

979,773

失業対策事業費 0 - 0

災害復旧事業費 593,496 1.5 52,169

内
訳

震災復興特別 0 0.0 0

繰 出 金

維 持 補 修 費

補 助 費 等

うち一部事務組合分 38,456

う ち 補 助

う ち 単 独

前年度繰上充用金

投 資 的 経 費

う ち 人 件 費

普通建設事業費

積 立 金

投資・出資金・貸付金

人
　
口

27年国調

22年国調

増減率

公 債 費

扶 助 費

元 利 償 還 金

一時借入金利子

△ 1.3

第１次
75,748

増減率

28.1.1住民
基本
台帳
人口

市町村類似型

27年度
地方交付税種地

人口密度

収
　
　
支
　
　
状
　
　
況

一

般

職

員

等

2

2

26

市町村名

フリガナ

0.0 職員数（人）
H28.4.1現在法人分 10.6

人 件 費

う ち 職 員 給

31.9

0

0.1

408,357

うち本庁（人）

目 的 別 歳 出 の 状 況  （単位 千円 ・ ％）

163,064

決算額Ａ

304,929

237,362

職員数

96.7

法適･非

非適

4,828

△ 72,507

収支額 普会計からの繰入

27,450,319

法適

法適

法適

法適工 業 用 水 道

公
営
事
業
等
の
状
況

170,609

2,386

678,749

159,638△ 8,753

会 計 の 状 況

7

651,415

2

13 公 営 事 業 の 計

17

204,372

17,443501

76

25

2

0

655

保 険 事 業

5,344,742

7,677,946 7,191,099

17,313,032

88.2

0.410

9,742,447

87.9

0.419

22,244,565

9,228,176

22,065,225

6,501,249

0

5,469,656

22,781,066

0

8,978,525

1,592,499

0

108.3

814,369

88.6

87.9

7.7

1,841,161

914,672

現年

929,574940,739

89.3

8.2

7.2

836,850

11.6

5,216,078

平成27年度 平成26年度

23,303,919

0

6,186,712

0

10.6

7.6

0

1,496,697

845,939

492 2,100 3,600

335,588

△ 485,093

△ 21,191

6.9

7.0

コード番号

147,929

24,373

24,815

913.22

81

414,792

単 年 度 収 支 △ 350,899

翌年度に繰越すべき財源

0.0

0.00.0

0.0

ゴ ル フ 場 交 付 金 4,965 0.0 4,965

旧 法 に よ る 税

法 定 外 普 通 税

3,700,172 46.2

非適

非適

非適

1

1,228

1,423,077

7,513

非適国民健康保険

98.0

11,201

被保険者１人当り保険給付費

0

0

198

355,884

335

調定額（被保険者１人当り） 75

保険料収入額（一世帯当り） 117

17,516

3,688,565

38,630,953

特 環 下 水 道

介 護 サ ー ビ ス

介 護 保 険

法適

非適

法適

0

76,588

6,426非適

12

交 通 安 全 交 付 金

97.6

農業集落排水

卸 売 市 場

97.1

100,293 0.3

後期高齢医療

1,952,600 5.1

3,606,540 9.3 43,473 水 道

公 共 下 水 道

1,505,080

185,399

実 質 収 支

188,359

335,588

被 保 険 者 数

再 差 引 収 支

306,980

1,386,083

加 入 世 帯 数

120,198

収支額法適･非

歳　出　合　計

5,661,938

555戸 別 浄 化 槽

14.7 1,476,568

6,255,434 16.2 1,528,737

扇 田 病 院

218,581 0.6 218,387 総 合 病 院

5,661,938

（臨財債 1,338,800 含む） 事業名事業名

特別 区財 調納 付金

普会計からの繰入 職員数

100.0

1,905,202 4.9 1,335,518 前年 度繰 上充 用金

公 債 費

0 0.0 0.0 諸 支 出 金

0 - 0 19,710,017

0.1 38,456

9.5

災 害 復 旧 費

1,354,842 3.5 656,420

593,496

11.9 12.7 0

35,871

3,535,602 9.2 2,989,050 2,673,982

1.5 00.2 0.2

9.0 9.63,332,406

2.5消 防 費

8.62,028,770 3,323,178 851,875教 育 費

701,848 1.8 632,657 631,073 2.8 3.0

4,137,641 10.7

10.6 2,411,701 2,093,4313,671,142 16.4 17.4 土 木 費4,854,125 12.6 4,063,699物 件 費

670,803

0

小　　計 15,886,259 41.1 11,139,554 3.9

国 民 健 康

2,367,812

945,824

3,642,021

23,383

25,678,041

52,169

256,111

0 - 0 0

10,705,050 47.8 50.8 商 工 費

2,042,854 837,951

7,700 81,406

0.0 0.0 農 林 水 産 費 5.3 877,476

0.4

3,930,6013,227,176 14.4 328,18015.3

14.4 15.3 労 働 費

衛 生 費 4,263,574 11.03,688,512 9.5 3,641,968

3,688,512 9.5 3,641,968 3,227,176 152,463

32.0 782,104 6,454,0292,212,902 9.9 10.5 民 生 費 12,357,3336,474,810 16.8 2,213,847

13.9 123,408 4,297,06515.6 16.6 総 務 費3,807,755 9.9 3,489,625 3,489,625

0.8 05,722,937 14.8 5,283,739 5,264,972

5,354,623

304,929 17,819,05423.5 25.0 議 会 費

第２次

第３次

分類不能産業

99.1

基準財政収入額

歳　入　合　計

区　　分 決算額 構成比 充当一般財源等 経常経費
充当一般財源

性 質 別 歳 出 の 状 況  （単位 千円 ・ ％）

経常収支比率
減税補填債等を除
いた経常収支比率

40,403,231 100.0 21,084,432

区　　分 構成比

100.0 合　　計

純固定資産税

区　　分

Ａの充当一般財源等額Ａのうち普通建設事業費

0.0

147,929100.08,001,321

諸 収 入 780,183 1.9 5,453

地 方 債 3,195,000 7.9 0

2,441,819 6.0 0

0.0

480

0.0

0.0

〃 3,750

〃 3,57028議 会 議 員

うち、議会副議長

0.0

副 市 長

繰 入 金 767,397 1.9 0

192

寄 附 金 387,344 1.0 0 0.0

1

4,253,222 10.5 18060 144 1560 0.0 う ち 、 議 会 議 長 均等割
（千円）

水 利 地 益 税 等0.0

2.0

4,120

財 産 収 入 292,109 0.7 86,001 0.4

都 道 府 県 支 出 金

国 有 提 供 交 付 金 0 0.0 0

0

〃

1

教 育 長 1

〃

0

〃

国 庫 支 出 金 4,913,174 12.2 0 0.0 事 業 所 税

0.1 目 的 税

0.0 入 湯 税 4,567 0.1
内
　
訳

0.0 都 市 計 画 税 158,497

使 用 料 495,717 1.2 19,786

手 数 料 172,878 0.4 0

0.0

（報酬）月額（百円）
均等割

市 長 1 平成24年4月1日
個
人
分

6,760

8,520

42.3

分 担 金 ・ 負 担 金 70,770 0.2 0 0.0
適用開始年月日

0.010,967 10,967

小  計 22,622,651 56.1 20,962,225 147,929

臨 時 職 員特 別 土 地 保 有 税

地域名消 防 職 員

99.4 小　　計 7,838,257 97.9

鉱 山 税 0

合　　計

122

0 0.0

市 町 村 た ば こ 税 559,112 7.0

1

35.933,219

4,125 52.5教 育 公 務 員 2 82527.7 11,163,273 52.9

52.9 うち技能労務職員 432.2

１人当り平均給料

地 方 交 付 税 12,665,202 31.4 11,163,273 3,181

11,163,273

2,723

適 用 税 率 の 状 況

665 240

特  別  職  等

法人税割

5,720
所得割

0.1 24,310 0.1

軽 自 動 車 税

１．４／１００

１２．１／１００

米代川流域

210,119 3,160

176,075 拠点都市■

□給料月額（千円）
H28.4支給

3,255

13,677 52.7

自 動 車 交 付 金 43,115 0.1 43,115 0.2

固 定 資 産 税

市 町 村
民 税

個人分

地方特例交付金等 24,310 一 般 職 員 541

市 町 村 税 の 状 況 （単位 千円 ・ ％）

平均年齢（才）

構成比

43.8

実 質 単 年 度 収 支
超過課税分

区　　分

415,339

区　　分 収入済額
720,615

繰 上 償 還 金

■積 立 金 取 崩 し 額 46,585 715,986 特豪

地方消費税交付金 1,516,478 3.8 1,516,478 7.2 ■

株式譲渡割交付金

市町村圏

0.1

317,212 ■ 辺地

配 当 割 交 付 金 25,639 0.1 25,639 0.1 準過疎□

391,049
合　　計

35,6051.5311,957

100.0

山振

■ 過疎

249 75

0.7 2,051,154

38,772 そ の 他

小 学 校

■0.2

退 職 手 当

1,772,278

中 学 校 実 質 収 支 1,700,255

72,023

□ 新産2,441,819歳 入 歳 出 差 引

390,665

22,801 24,098

税 務 事 務

火 葬 場

■

38,630,953

平成26年度（千円）

38,024,687

歳 入 の 状 況  （単位 千円 ・ ％）

27.2 27.6

事 務 機 共 同 常 備 消 防64.0 61.2

歳 出 総 額

地 域 指 定

非常勤公務災害 ご み 処 理 歳 入 総 額 40,403,231 40,466,506 等 の 状 況

平成27年度（千円）9,663

（人）

27.1.1 76,769

8.1 10.1

議 員 公 務 災 害 し 尿 処 理 区　　分10,686

2,892 3,913

74,153

△ 6.1

産業構造（分類不能を除く）

78,946 22年国調 17年国調区  分 （K㎡）22年国調

Ⅰ－２

Ⅱ－１
人口集中地区人口 面　　積 ０ ５ ２ ０ ４ ３

オ オ ダ テ シ
17年国調

一部事務組合の加入状況

8,001,321 19.8

決算額

17,650 0.0 17,650

311,957 0.8

構成比

12,014

区　　分

現年 計

利 子 割 交 付 金

内
訳

普　通

特　別 1,501,929

7,842,824地 方 税

93.994.299.3

地方債
現在高

翌年度以降
予定額債務
負担行為額

経常一般財源 構成比

37.2

低工

後 期 高 齢 者

3.7 0

繰 越 金

704,050伝 染 病地 方 譲 与 税

0.0 12,014 0.1 積 立 金

8,240,232

計

2,555,241

177,793

0

徴
収
率
　
％

■
１人当り平均給料

月額（百円）

212

市町村民税

積立金
現在高

　純固定資産税 91.4

99.4 95.9 99.5 95.7

98.899.1 91.8
98.0

98.5

（単位：千円／世帯／人）

3,500 円

1.0

合　　計
99.2

法
人
分

定数

平 成 ２７ 年 度
決 算 状 況

（H28.09.01 現在）

大 館 市


